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論文内容の要旨
本論文では、電f商取引の成長と進展に着自し、電チ商取引の進化および発展が既存の物理的な環境で
は存在しなかった新たなビジネスの機会を創出し、なおその結果として電子商取引活動においてあらゆる
取引活動を支援、調整する新たな形態の中開業者ニーズが創出されるだろうという事実を論証することを
目的とする。各章の内容を簡単に紹介すると以下のようになる。
第 l章では、電子商取引の概要と状制について述べる。電f商取引とは、情報技術の発展によるデジタ
ル化およびネットワーク化を通じて新しい価値を創造する商取引である。次に、電子商取引の市場状況は、
アメリカをはじめとして全開界において急速度に拡大している。その潜在的な市場規模も2005年にはl兆
2千億ドルに達すると予想される。しかし、まだ電子商取引の定義や分類某準に対しては論者間でまちま
ちであり、様々な暖昧さが含まれている。それゆえに、現段階で明確な電子商取引の市場規模をー予測する
には困難が伴う。
第2章では、電子商取引における取引形態の進展について述べる。電子商取引で企業は取引効率を高め
るために、キーな取引形態を閉鎖的な内部組織取引形態から開放的な市場取引形態へ漸進的に移行させてい
くだろうと予想する。そのために、まず電子商取引における主な取引形態である電子市場取引と電下内部
組織取引の概念について説明する。電チ市場は、商取引機能と商取引を支援するあらゆる機能が同時に行
われるネットワーク上の仮想、空間である。それと同時に、あらゆる供給業者と需要者が取引に参加できる
ようになり、電子商取引そのものを鉱大し、市場化した概念である。これに対して、電子的な内部組織取
引とは、 1つの企業かいくつかの企業が戦略提携かパートナーシップなどによって結ばれ、商品やサービ
スの流れに沿って業務の密接な調整を図者ツールとして情報システムを活用する取引形態である。
次に、電子商取引における取引形態の進展を説明するためには、コスト理論に某づいた電子市場仮説
(EMII)を採用する。つまり、取引コスト理論は、情報の非対称性、資産の特異性、不確実性および複雑
性、そして、調整コストという要因聞の相互作用の分析を通じて物理的な取引で市場取引より内部組織取
引の)iが有利で、あると説明する。しかし、電子的な取引では情報技術の革新的な発展により要因聞の相宵.
関係が市場取引の方に有利に作用する。そのため、企業は電子的な取引で、より高い効率性を追求するた
めに市場取引を採同するようになるだろうという結論を導出す。
第3章では、電子市場への進展による中開業者のニーズについて述べる。さらに、電子市場における中
間業者に対するニーズに即応して登場しつつある新しい電了市場型の中間業者のモデルについて考察する。
インターネットなどの情報およびコミ品ニケーション・ネットワークと関連した技術の革新的な発展によっ
て、全体の取引コストを増加させる中間業者を経ずに企業と消費者聞の直接取引が可能となった。この点
から、電子尚.取引における巾開業者の排除が主張されているが、その情報ネットワーク自体が仮想、空間上
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の取引をまとめる中間業者としての役割を果たせるとはいえない。つまり、ネットワーク上で供給者と需
要者の聞での取引が効率的に行われるように仲介・調整、さらに取引関連の付加サーピスを提供する機関
として中間業者が必要である。特に篭手市場では、より多数の取引主体が取引に参加するため、取引仲介
や調整機能を果す中開業者の重要性がより高まると予想される。また、電子市場における中間業者に対す
るニーズに即応して新しい電子市場向けの中開業者のモデルが創出されつつある。
第4章では、第2章と第3章で論じた電子市場への移行、中間業者に対する新たなニーズの高まりを踏
まえて、電子市場における中開業者モデルの実例を考察する。まず、現在、登場している中開業者のモデ
ルの中で最も高い注目を集めているのがeマーケットプレースであることに着目する。 eマーケットプレー
スは、 1995年頃からアメリカを中心に発展し、日本には2000年頃から本格的にビジネスモデルとして認識
されはじめたものであるが、---般的には「新規の取引先企業の参加を前提とし、インターネット技術を活
用した複数企業間での取引形態ーとして捉えられている。
次に、 cマーケットプレースの事例として、「ザ・ビジネスモール」を選定し、考察する。「ザ・ビジネス
モール」は、大阪商工会議所が全国の商T会議所と協力し、 2000年に設立した綾子守型eマーケットプレース
である。それが提供している主な機能は①企業情報検索、②商取引仲介、③付加サービス提供、④コミュ
ニティ形成が挙げられる。「ザ・ビジネスモール|の考察を通じて、 eマーケットプレースが竜チ市場にお
ける巾開業者として、今後解決すべき課題の幾っかを指摘すると、まず、技術的な専門性とマーケティン
グ的な専門性のバランス、さらにeマーケットプレースとして、その目的性や標的、そして業界における位
置付けを明確にすることが挙げられる。例えば、「ザ・ビジネスモール」は、電子商取引における中間業者
のための企業情報データを提供するのを主な機能とする巾開業者として、言い換えれば、電子市場におけ
る巾開業者のための巾開業者として位置付けられるべきである。
最後に、終草ーでは、本論文の内容をまとめた後、今後の研究課題として、電子商取引に対する総合的な
フレームワーク作り、多様なアプローチを開発、電寸ι商取引による新しいビジネスモデルに対する体系的
な説明や細部的な戦略を開発するための研究の必要性などを指摘する。
論文審査の結果の要旨
本論文では、電子商取引の成長と進展に着目し、電子商取引の進化および発展が既存の物理的な環境で
は存在しなかった新たなピジネスの機会を創出するとともに、電子商取引活動におけるあらゆる取引活動
を支援、調整する新たな形態の中開業者の必要性が創出されるという点を論証することを主要目的として
いる。
本論文の主要な論点は、次の四点に大別される。
第一に、電子商取引の概要と状況について述べた上で、先行研'先を丹念に追跡し、電了商取引の定義に
みられる範聞や領域の暖昧さと、それによる統計上の不明確性を問題点として指摘している。
第二に、先行研究に依拠しながら、電子商取引の進展方向についての予測を行っている。その際、著者
は取引形態に焦点を合わせながら、調整コスト(取引コスト)理論を電子的な取引へ応用した電子市場仮
説 (ENrH)を採用している。調整コスト(取51コスト)理論によれば、、情報の非対称性、資産の特異性、
不確実性および複雑性、そして、調整コストという要因聞の相互作用の分析を通じて物理的な取引では市
場取引より内部組織取引のほうが有利であると説明される。しかし、電子的な取引では、情報技ー術の革新
的な発展によって、要因聞の相互関係が市場取引の方にむしろ有利に作用する。そのため、企業は電子商
取引でより高い効半性を追求するためには、市場取引を採用するようになるだろうという結論が導出され
る。要するに、電子商取引で企業は取引効半を高めるために、主な取引形態を閉鎖的な内部組横取引形態
から開放的な市場取引形態へ漸進的に移行させていくだろうと論じている。
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第三に、電子市場への進展による中間業者の必要性について述べている。電子ネットワーク技術の進展
によって中間業者が排除されるとする論者は多数存在するが、著者は逆に、電子市場であるがゆえに新た
な形態を含めた中間業者が必要になることを論証しようとする。すなわち、情報ネットワーク自体が仮想、
明間上の取引をまとめる中間業者としての役割を自動的に果たすわけではない。より多数の取引主体が取
引に参加する電子市場では、情報の非対称性が存続し、その情報の非対称性を調整する主体として、中間
業者の役割が求められ、重要性が増すと指摘するn また、それに即応した電子市場向けの新しい中間業者
のモデルが相次いで創出されるだろうとすー張している。
第内に、電子商取引における巾開業者のモデルとしてcマーケットプレイスを取り上げ、その実状を丹念、
に紹介・分析している。
本論文が評価される点は次の二つの点で、あるe第ーーに、電子商ー取引が登場してから、わずか卜年ほどの
歴史しかたっておらず、数少ない理論的な先行研究もまちまちである。その中で、本論文は分析視点、を確
立しながら、一つの実験的・挑戦的な試論展開を試みている。第二に、情報論と商業論の双方の観点に基
づいて、電下間取引を両者の結節点に位胃ーするものと解釈し、分析しようとしたところにある。
ただ、電子商取引に内有する問題はあまりにも多くの論点、を内包しており、中間業者の必要性のみに限
定してみても、取引コスト理論や情報論上の調整機能のみで説明しうるほどに簡単ではない。また、先行
研究のリファーについても、やや情報論の分野の研究に偏りがみられる。
本論文は、今後に多くの課題を残しているが、現実的な影響が飛躍的に拡大しつつある電子商取引を対
象として、電了市場の展開方向を明確に示すとともに、そこでの中開業者の必要性を主張し、 rjJ間業者の
モデル研究を行うなど、この分野における今後の研究の発展に寄与するところ大であると認められる。
以上により、審査委員会は、本論文が博士(経包・学〉の学位に値するものとの結論に達した。
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